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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

　

回次
第49期
第２四半期
累計期間

第49期
第２四半期
会計期間

第48期

会計期間

自　平成20年
　　７月１日
至　平成20年
　　12月31日

自　平成20年
　　10月１日
至　平成20年
　　12月31日

自　平成19年
　　７月１日
至　平成20年
　　６月30日

売上高 (千円) 10,474,8065,725,80321,646,086

経常利益 (千円) 253,653 286,945 978,008

四半期(当期)純利益又は
四半期純損失(△)

(千円) △94,399 113,827 169,990

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ─ ─ ─

資本金 (千円) ― 2,375,8502,375,850

発行済株式総数 (株) ― 5,505,0005,505,000

純資産額 (千円) ― 11,936,30612,212,078

総資産額 (千円) ― 16,305,59716,130,824

１株当たり純資産額 (円) ― 2,838.712,904.29

１株当たり四半期(当期)
純利益金額又は１株当たり
四半期純損失金額(△)

(円) △22.45 27.07 32.15

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ─ ─ ─

１株当たり配当額 (円) 25.00 25.00 80.00

自己資本比率 (％) ― 73.2 75.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 130,884 ― 1,033,160

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △67,474 ― △360,623

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △168,193 ― △3,130,611

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― 3,283,1603,387,943

従業員数 (名) ― 210 218

　(注)１　当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

４　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

該当事項はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

提出会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(名) 210［1,174］

　(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は嘱託及びパートタイマー等（１人１カ月170時間勤務換算）の当第２

四半期会計期間の平均人員を［　］内に外数で記載しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 仕入実績

当第２四半期会計期間における仕入実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。
　

事業部門別の名称
当第２四半期会計期間 
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

店舗販売部門(千円) 2,076,944

通信販売部門(千円) 137,962

その他部門(千円) 10,601

合計(千円) 2,225,509

　(注)１　金額は、仕入価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

該当事項はありません。
　

(3) 販売実績

当第２四半期会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。
　

事業部門別の名称
当第２四半期会計期間 
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

店舗販売部門(千円) 5,431,565

通信販売部門(千円) 281,523

その他部門(千円) 12,714

合計(千円) 5,725,803

　(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第２四半期会計期間における店舗展開につきましては、新規出店では、手芸専門店「クラフトハート

トーカイ」６店舗を開設いたしましたほか、退店では手芸専門店５店舗、ビーズ専門店１店舗及び生活雑

貨専門店「サントレーム」２店舗を実施いたしました。出退店に当たりましては、スクラップ＆ビルドに

よる出店１店舗と退店１店舗を実施し、再生化及び活性化を図りました。この結果、当第２四半期会計期

間末現在の手芸専門店は366店舗、ビーズ専門店は４店舗及び生活雑貨専門店は27店舗、総店舗数は397店

舗となりました。 

　営業面につきましては、手芸専門店において生活雑貨商品群のコーナーを併設する手づくりクラフト・

ホビーと生活雑貨が融合した店舗網の拡充を継続実施するとともに、店舗内ソーイングスクールを既設

の手芸専門店12店舗において新規開講するなど、新たなお客様の需要創出と顧客層の拡大及び活性化を

目指してまいりました。 

　商品面につきましては、生地、和洋裁服飾品、衣料品及び生活雑貨は前年同四半期を上回りましたもの

の、手芸用品は前年同四半期を下回る結果となりました。

　当第２四半期会計期間における販売部門別売上高につきましては、店舗販売部門では54億31百万円、通

信販売部門では２億81百万円、その他部門では12百万円となりました。

　これらの結果、当第２四半期会計期間の業績は、売上高は57億25百万円、営業利益は２億46百万円、経常

利益は２億86百万円、四半期純利益は１億13百万円となりました。 

　

(2) 財政状態の分析

当第２四半期会計期間末における総資産は、前事業年度末に比べ１億74百万円増加し、163億５百万円

となりました。流動資産は３億39百万円増加し、固定資産は１億64百万円減少しております。流動資産の

増加は、主に現金及び預金が１億４百万円減少しましたものの、商品２億47百万円、その他に含めており

ます未収入金１億８百万円、繰延税金資産99百万円の増加によるものであり、固定資産の減少は、主に差

入保証金１億50百万円の減少によるものであります。

負債は、前事業年度末に比べ４億50百万円増加し、43億69百万円となりました。流動負債は４億29百万

円増加し、固定負債は21百万円増加しております。流動負債の増加は、主に未払法人税等が65百万円減少

しましたものの、ポイント引当金２億86百万円、支払手形及び買掛金２億76百万円の増加によるものであ

ります。

純資産は、前事業年度末に比べ２億75百万円減少し、119億36百万円となりました。主に配当金の支払及

び四半期純損失を計上し、繰越利益剰余金２億62百万円の減少によるものであります。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、第１四半期

会計期間末に比べ18百万円減少し、32億83百万円となりました。

当第２四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりでありま

す。

営業活動の結果得られた資金は、６億26百万円となりました。これは、主に税引前四半期純利益２億52

百万円、仕入債務の増加額２億８百万円によるものであります。

投資活動の結果使用した資金は、44百万円となりました。これは、主に有形固定資産の取得による支出

45百万円であります。

財務活動の結果使用した資金は、６億円となりました。これは、短期借入金の返済による支出でありま

す。
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(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

　

なお、当社は、平成20年９月26日開催の定時株主総会において、「当社株券等の大量買付行為への対応

策（買収防衛策）導入の件」について、その有効期間を３年間（平成23年９月に開催予定の定時株主総

会終結の時まで）として承認され、財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

を定めており、その内容等（会社法施行規則第127条各号に掲げる事項）は次のとおりであります。

①当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、　　　当社

の企業価値及び会社の利益ひいては株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくことを

可能とする者であることが必要であると考えております。公開会社である当社の株券等については、株

主、投資家の皆様による自由な取引が認められており、当社取締役会としては、当社の財務及び事業の

方針の決定を支配する者の在り方は、最終的には株主全体の意思により決定されるべきであり、当社の

株券等に対する大量買付行為があった場合、これに応じるか否かの判断は、最終的には当社の株主の皆

様の判断に委ねられるべきものであると考えます。

しかしながら、近時わが国の資本市場においては、対象となる企業の経営陣の賛同を得ずに、一方的

に大量買付行為を強行する動きが顕在化しております。こうした大量買付行為の中には、その目的等か

ら見て企業価値及び会社の利益ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすもの、株主に

株券等の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が当該行為に係る提案

内容や対象会社の取締役会からの代替案等を検討するための十分な時間や情報を提供しないもの、さ

らに対象会社の取締役会が大量買付者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために大量買付者

との協議・交渉を必要とするもの等、対象会社の企業価値及び会社の利益ひいては株主共同の利益に

資さないものも想定されます。

当社といたしましては、このような当社の企業価値及び会社の利益ひいては株主共同の利益の向上

に資さない大量買付行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者としては不適切

であると考えており、このような者が現れた場合には、必要かつ相当な対抗手段を講じることが、必要

であると考えます。

②基本方針の実現に資する特別な取組み

当社では、当社の企業価値の向上及び会社の利益ひいては株主共同の利益の実現によって、株主、投

資家の皆様に長期的に継続して当社に投資していただくため、上記①の基本方針の実現に資する特別

な取組みとして、以下の施策を実施しております。 

この取組みは、下記ロの当社の企業価値の源泉を十分に理解したうえで策定されており、当社の企業

価値及び会社の利益ひいては株主共同の利益を中長期的に向上させるべく十分に検討されたものであ

ります。したがって、上記①の基本方針に沿うものであり、当社株主の共同の利益を損なうものではな

く、また、当社役員の地位の維持を目的とするものでもありません。

イ．経営基盤の拡充について 

当社は、昭和36年の会社設立以来、自社で独自に商品企画した絹糸類の手芸小売店及び手芸問屋へ

の卸販売を主要業務としておりましたが、その後レース糸等の企画・開発を行い、今日では手芸関連

全般へと取扱品目を拡大いたしました。 

店舗の出店におきましては、当社が直接運営する直営店舗方式に加えて店舗運営を委託契約する

委託店舗方式の導入により全国的な多店舗展開を実現したほか、家族経営方式の商店が主体であっ

た手芸店の常識を一変させ、昭和58年、ロードサイド型立地の店舗コンセプトを創出し、主要な幹線

道路または生活道路に面した地域密着型の新しいロードサイド郊外型独立専門店を展開し、近年に

至っては大型ショッピングセンター等の商業施設へのインショップ型の店舗展開を図っておりま

す。
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販売形態におきましては、従来からの店舗販売に加え、昭和55年には籐工芸用品の販売を契機とし

て商品カタログによる通信販売方式を導入し、さらに平成９年に実用系・癒し系の生活雑貨品の専

門店の業態開発へと事業展開を推し進め、多くの顧客の支持を得て業容の拡大に努めてまいりまし

た。

また、地域社会における顧客の多様化・個性化したニーズに応えられるよう、顧客のライフスタイ

ルに合致した新商品の開発と人材の育成に努め、当社の店舗は多くの顧客の支持を得た地域一番店

として認知していただくまでになっております。

ロ．企業価値の源泉について 

当社は、毛糸、手芸用品、生地、和洋裁服飾品、衣料品及び生活雑貨を中核商品に、独自の戦略で

チェーンストア・システムの構築を行っており、手芸専門店業態である「クラフトハートトーカ

イ」、「クラフトワールド」、「クラフトパーク」等のほか、生活雑貨専門店業態である「サント

レーム」による多店舗展開により、平成20年６月30日現在399店舗を46都道府県に展開しておりま

す。 

当社の企業価値の源泉は、当社が独自に考案・構築した店舗運営を支援する自社企画商品の開発

力・物流システム・情報システム・販売委託制オーナーシステムの仕組みであります。これらが一

体となったＳＰＡ（製造小売業）型事業形態を志向したシステムとして機能したとき、高粗利率か

つローコスト・オペレーションにより、高い収益性が実現します。

そして、これらの企業価値の源泉の基盤となっているのは、高付加価値を醸成する商品調達、商品

企画・開発、店舗開発及び店舗運営を行う従事者並びに店舗オーナー等の人材です。これらの人材

は、創業者精神のライフスタイル提案やビジョン・企業理念を共有したうえで、その能力をいかんな

く発揮しております。

ハ．企業価値向上への取組みについて 

当社は、創業者が希求していたライフスタイル提案型の創業者精神を継承し、多様な手芸用品を中

心とした「ヒト」と「モノ」との関係を常に探求しております。手づくりは、単に趣味の領域にとど

まらず、社会的に意義のある産業分野であり、生きがい、生涯学習、さらにリハビリテーションに手先

を使うというようなライフスタイルにまで関わりを有しております。近年、地球環境に対する意識改

革、対応が行政及び産業主導で進められておりますが、手づくりすることやその普及発展を図ること

もエコ思想に通じるものがあり、この分野における市場拡大が期待できるものと考えており、以下の

三つの方針のもと、一層の企業価値及び会社の利益ひいては株主共同の利益の確保・向上にまい進

していく所存であります。 

a．今後は、手芸という趣味の領域の幅と厚みを増やすため、手づくり材料としての商品の　　販売

のみならず、商品に係る手芸ソフト提案力を強化してまいります。そのために、「手芸の作る喜

びと感動」を実感していただくといった啓蒙活動を通じて、手芸を掛替えのない創作活動の趣

味にしていただくことによって、手芸参加人口の増加、ひいては手づくり文化の育成へつなげて

いけるものと考えております。

b．店舗販売事業における手芸専門店については、顧客動向の多様化・個性化傾向に対処するた

め、特定商品分野の強化及び店舗規模の適正化を行ってまいります。また、次なる成長を目指し、

生活雑貨専門店のチェーン展開も始めております。さらに、地域のお客様のニーズに対応するた

め、単独出店の形態以外に手芸専門店と融合したコーナー出店の形態のチェーン展開も推し進

め、店舗販売事業の第２の柱に育成してまいりたいと考えております。

c．通信販売事業につきましては、当社店舗において年間に来店される延べ約1,400万人のお客様

と、店舗における会員制度による約120万人の会員様とともに、通信販売をご利用いただいてい

る20万人のお客様に対し、通信販売と店舗販売との業態間の連携を図ることにより、双方の効率

化と相乗効果を発揮する諸施策を実施してまいります。
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ニ．コーポレート・ガバナンスと内部統制システム構築など社会的要請への対応 

当社のコーポレート・ガバナンスについては、経営判断の迅速化並びに経営の透明性及び公正性

の観点から、経営上の組織整備や経営陣に対する監視機能の充実を最重要課題として取り組んでお

ります。 

当社は、少数精鋭による経営管理体制が最適であると考え、取締役の員数も必要以上に肥大化しな

いように定める（10名以内）とともに、必要に応じて臨時取締役会を開催し迅速な意思決定と機動

的な業務遂行を可能とする管理体制のもと経営効率の向上を図っております。また、法令遵守におい

ては、毎月、取締役会の前に開催する経営会議において、説明責任と法令遵守の徹底を図っておりま

す。

監査役につきましては４名のうち３名を社外監査役とし、より独立した立場から取締役の意思決

定及び職務執行を監視できる体制を整えております。 

　内部統制につきましては、社長直轄の内部監査室を設置し、必要な業務監査を随時実施するほか、内

部監査室に加えて経営企画室、総務部及び情報システム部等で構成する管理部門では、法令遵守への

対応、適正な労務管理、適切な情報開示及び社内情報管理等を担当しております。 

今後も、当社は、株主の皆様、お客様、取引先、従業員、地域社会等のステークホルダーの皆様からの

信頼を一層高めるべく、法令・ルールの遵守を徹底し、コーポレート・ガバナンスの充実・強化に努

め、企業としての社会的責任を果たしてまいります。

③基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止

するための取組み

当社としては、当社株券等に対する大量買付行為が行われた場合、当該大量買付行為が当社の企業価

値及び会社の利益ひいては株主共同の利益に資するものであるか否か、株主の皆様に適切に判断して

いただき、提案に応じるか否かを決定していただくためには、大量買付者及び当社取締役会の双方から

適切かつ十分な情報が提供され、検討のための十分な期間が確保されることが不可欠であると考えま

す。また、当社は、当社の企業価値及び会社の利益ひいては株主共同の利益の確保または向上の観点か

ら大量買付行為の条件・方法を変更・改善させる必要があると判断する場合には、大量買付行為の条

件・方法について、大量買付者と交渉するとともに、代替案の提案等を行う必要もあると考えておりま

すので、そのために必要な時間も十分に確保されるべきであります。 

　当社は、このような考え方に立ち、平成20年８月７日開催の取締役会において、当社株券等の大量買付

行為への対応策（買収防衛策）の具体的内容（以下「本プラン」といいます。）を決定し、平成20年９

月26日開催の当社第48期定時株主総会（以下「本定時株主総会」といいます。）にて、株主の皆様より

承認、可決され、本プランを導入いたしました。 

本プランは、大量買付者に対し、本プランの遵守を求めるとともに、大量買付者が本プランを遵守し

ない場合、並びに大量買付行為が当社の企業価値及び会社の利益ひいては株主共同の利益を害すると

判断される場合の対抗措置を定めております。

イ．本プランに係る手続の設定 

本プランは、大量買付行為が行われる場合に、大量買付者に対し、事前に当該大量買付行為の内容

の検討に必要な情報の提供を求め、当該大量買付行為についての情報の収集及び検討のための一定

の期間を確保したうえで、必要に応じて、大量買付者との間で大量買付行為に関する条件・方法につ

いて交渉し、さらに、当社取締役会として、株主の皆様に代替案を提示するなどの対応を行っていく

ための手続を定めています。 

ロ．新株予約権無償割当て等の対抗措置

本プランは、大量買付者に対して当該所定の手続に従うことを要請するとともに、かかる手続に従

わない大量買付行為がなされる場合や、かかる手続に従った場合であっても当該大量買付行為が当

社の企業価値及び会社の利益ひいては株主共同の利益を害するものであると判断される場合には、

かかる大量買付行為に対する対抗措置として、原則として新株予約権を株主の皆様に無償で割り当

てるものです。また、会社法その他の法律及び当社の定款上認められるその他の対抗措置を発動する

ことが適切と判断された場合には当該その他の対抗措置が用いられることもあります。 
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本プランに従って割り当てられる新株予約権（以下「本新株予約権」といいます。）には、大量買

付者及びその関係者による行使を禁止する行使条件や、当社が本新株予約権の取得と引換えに大量

買付者及びその関係者以外の株主の皆様に当社株式を交付する取得条項等を付すことが予定されて

おります。

本新株予約権の無償割当てが実施された場合、かかる行使条件や取得条項により、当該大量買付者

及びその関係者の有する議決権の当社の総議決権に占める割合は、大幅に希釈化される可能性があ

ります。

ハ．独立委員会の設置 

本プランに定めるルールに従って一連の手続が進行されたか否か、並びに、本プランに定めるルー

ルが遵守された場合に当社の企業価値及び会社の利益ひいては株主共同の利益を確保しまたは向上

させるために必要かつ相当と考えられる一定の対抗措置を講じるか否かについては、当社取締役会

が最終的な判断を行いますが、その判断の合理性及び公正性を担保するために、当社は、当社取締役

会から独立した組織として、独立委員会を設置することとします。当社取締役会は、対抗措置を発動

するか否かの判断に際して、独立委員会による勧告を最大限尊重するものとします。独立委員会の委

員は、３名以上５名以下とし、社外取締役、社外監査役、弁護士、税理士、公認会計士、学識経験者、投資

銀行業務に精通している者及び他社の取締役または執行役として経験のある社外者等の中から選任

されるものとします。 

ニ．情報開示

当社は、本プランに従い、大量買付行為があった事実、大量買付者から十分な情報が提供された事

実、独立委員会の判断の概要、対抗措置の実施または不実施の決定の概要、対抗措置の実施に関する

事項その他の事項について、株主の皆様に対し、適時かつ適切に開示します。 

④本プランの合理性（本プランが基本方針に沿い、当社株主の共同の利益を損なうものではなく、当社

役員の地位の維持を目的とするものではないこと及びその理由） 

本プランは、以下の理由により、上記①の基本方針に沿うものであり、当社株主の共同の利益を損な

うものではなく、また当社役員の地位の維持を目的とするものでもないと考えております。 

　イ．買収防衛策に関する指針の要件等を完全に充足していること 　

ロ．企業価値及び会社の利益ひいては株主共同の利益の確保または向上を目的として導入されてい

ること 

ハ．株主意思を重視するものであること 

　ニ．独立性の高い社外者の判断の重視 

　ホ．合理的な客観的要件の設定 

　ヘ．独立した地位にある第三者の助言の取得 

　ト．デッドハンド型買収防衛策ではないこと 

　

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。

EDINET提出書類

藤久株式会社(E03211)

四半期報告書

 9/25



第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期会計期間において、第１四半期会計期間末に計画中でありました重要な設備の新設につ

いて完了したものは、次のとおりであります。

　なお、当第２四半期会計期間において新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。

事業所名
(所在地)

完了
(開店)
年月

設備の内容
(売場面積)

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)

建物
土地
(面積㎡)

その他 合計

鶴岡店
(北海道・東北
地区)

平成20年
12月

店舗新設
(467㎡)

8,176
　 　　 ―
(1,182)

4,156
［ 3,000］

12,3321

ヨシヅヤ清洲店
他２店
(中部地区)

平成20年
11・12月

店舗新設
(976㎡)

13,502
　　　  ―
 ( 　─)

5,200
［19,764］

18,7023

ビブレ宇多津店　
(中国・四国地
区)

平成20年
11月

店舗新設
(385㎡)

2,774
　　　  ─
 ( 　─)

       ─
［    ─］

2,774─

隼人店
(九州地区)

平成20年
12月

店舗新設
(370㎡)

4,327
　　 　 ―
(  446)

1,389
［ 2,000］

5,7161

　(注)１　土地面積の(　 )内は、賃借部分を内数で記載しておりますが、ショッピングセンター等のテナント店舗につい

ては、土地の面積を記載しておりません。

２　帳簿価額の「その他」欄は、構築物、器具及び備品の合計額であります。また、［　］内は差入保証金、長期前

払費用の計上額を記載しております。

なお、金額には消費税等は含まれておりません。

３　従業員数には、嘱託及びパートタイマーは含まれておりません。

４　上記のほか、新設店舗におけるリース契約による陳列什器等の年間賃借料は7,505千円であります。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 20,000,000

計 20,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 5,505,000 5,505,000

東京証券取引所　　
（市場第二部）
名古屋証券取引所　
（市場第二部）

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式。単元
株式数は100株であります。

計 5,505,000 5,505,000― ―

　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年10月１日～
平成20年12月31日

― 5,505,000 ― 2,375,850 ― 2,526,080
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(5) 【大株主の状況】

平成20年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数　　　
　(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

後藤　薫徳 愛知県瀬戸市 1,252 22.74

後藤　正己 愛知県愛知郡長久手町 526 9.55

後藤　千代子 名古屋市名東区 512 9.30

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８番11号 92 1.68

藤久従業員持株会 名古屋市名東区高社一丁目210番地 92 1.67

藤久取引先持株会 名古屋市名東区高社一丁目210番地 88 1.60

中野　吉久 愛知県一宮市 71 1.30

虫賀　猶高 名古屋市名東区 59 1.07

株式会社名古屋銀行 名古屋市中区錦３丁目19番17号 57 1.04

株式会社愛知銀行 名古屋市中区栄３丁目14番12号 57 1.04

計 ― 2,809 51.02

　(注)１　上記所有株式のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

　　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）　　　　　92千株

２　上記のほか、当社所有の自己株式1,300千株（23.61％）があります。　
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ─

議決権制限株式(その他) ― ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 1,300,100

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 4,204,600 42,046 同上

単元未満株式 普通株式       300 ― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 5,505,000― ―

総株主の議決権 ― 42,046 ―

 (注)　「単元未満株式」欄の普通株式数には、自己保有株式63株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成20年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
藤久株式会社

名古屋市名東区高社一丁
目210番地

1,300,100 ― 1,300,10023.61

計 ― 1,300,100 ― 1,300,10023.61

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
７月

　
８月

　
９月

　
10月

　
11月

　
12月

最高(円) 1,9491,9001,8601,9401,8001,900

最低(円) 1,8001,8301,7021,4501,6741,700

 (注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、当第２四半期会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び当第２四半期累計期

間（平成20年７月１日から平成20年12月31日まで）は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規

則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府令第50号）附則第６条第１項第５号ただし

書きにより、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期会計期間(平成20年10月１日か

ら平成20年12月31日まで)及び当第２四半期累計期間(平成20年７月１日から平成20年12月31日まで)に係

る四半期財務諸表について、監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。

　

３　四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

当第２四半期会計期間末
(平成20年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成20年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,363,160 3,467,943

受取手形及び売掛金 51,627 61,987

商品 5,649,946 5,402,694

貯蔵品 1,482 2,523

その他 1,198,949 990,144

貸倒引当金 △2,682 △2,275

流動資産合計 10,262,484 9,923,018

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 979,030 986,297

土地 1,835,172 1,835,172

その他（純額） 129,801 119,351

有形固定資産合計 ※
 2,944,004

※
 2,940,820

無形固定資産 160,873 177,301

投資その他の資産

差入保証金 2,624,652 2,775,620

その他 318,882 331,927

貸倒引当金 △5,300 △17,864

投資その他の資産合計 2,938,234 3,089,683

固定資産合計 6,043,112 6,207,805

資産合計 16,305,597 16,130,824
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(単位：千円)

当第２四半期会計期間末
(平成20年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成20年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,515,575 2,238,938

未払法人税等 168,735 234,000

未払消費税等 33,391 47,317

賞与引当金 30,289 33,871

ポイント引当金 286,171 －

その他 787,458 838,310

流動負債合計 3,821,621 3,392,436

固定負債

役員退職慰労引当金 163,388 156,973

その他 384,281 369,336

固定負債合計 547,669 526,309

負債合計 4,369,290 3,918,746

純資産の部

株主資本

資本金 2,375,850 2,375,850

資本剰余金 2,526,080 2,526,080

利益剰余金 9,511,052 9,773,645

自己株式 △2,470,561 △2,470,561

株主資本合計 11,942,421 12,205,014

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △6,115 7,063

評価・換算差額等合計 △6,115 7,063

純資産合計 11,936,306 12,212,078

負債純資産合計 16,305,597 16,130,824
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(2)【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

(単位：千円)

当第２四半期累計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 10,474,806

売上原価 4,021,827

売上総利益 6,452,979

販売費及び一般管理費 ※
 6,278,526

営業利益 174,453

営業外収益

受取利息 1,837

受取配当金 568

協賛金収入 31,185

受取手数料 17,238

仕入割引 19,921

その他 13,731

営業外収益合計 84,482

営業外費用

支払利息 2,499

賃貸費用 624

リース解約損 900

減価償却費 1,007

その他 250

営業外費用合計 5,282

経常利益 253,653

特別利益

前期損益修正益 9

固定資産売却益 76

受取補償金 21,303

収用補償金 33,883

その他 43

特別利益合計 55,315

特別損失

固定資産除却損 21,483

減損損失 4,408

店舗閉鎖損失 51,748

ポイント引当金繰入額 262,411

その他 16,533

特別損失合計 356,586

税引前四半期純損失（△） △47,617

法人税、住民税及び事業税 146,989

法人税等調整額 △100,207

法人税等合計 46,782

四半期純損失（△） △94,399
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【第２四半期会計期間】
(単位：千円)

当第２四半期会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 5,725,803

売上原価 2,194,957

売上総利益 3,530,846

販売費及び一般管理費 ※
 3,284,090

営業利益 246,755

営業外収益

受取利息 1,047

受取配当金 537

協賛金収入 14,873

受取手数料 7,067

仕入割引 11,195

その他 8,773

営業外収益合計 43,494

営業外費用

支払利息 1,787

賃貸費用 60

リース解約損 875

減価償却費 506

その他 74

営業外費用合計 3,303

経常利益 286,945

特別利益

前期損益修正益 2

固定資産売却益 76

受取補償金 9,958

収用補償金 10,158

その他 5

特別利益合計 20,201

特別損失

固定資産除却損 9,743

減損損失 4,408

店舗閉鎖損失 24,793

投資有価証券評価損 14,107

その他 1,468

特別損失合計 54,521

税引前四半期純利益 252,624

法人税、住民税及び事業税 118,938

法人税等調整額 19,859

法人税等合計 138,797

四半期純利益 113,827
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

当第２四半期累計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △47,617

減価償却費 77,181

減損損失 4,408

賞与引当金の増減額（△は減少） △3,582

ポイント引当金の増減額（△は減少） 286,171

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 6,415

貸倒引当金の増減額（△は減少） △12,157

受取利息及び受取配当金 △2,405

支払利息 2,499

固定資産売却損益（△は益） △76

固定資産除却損 21,483

投資有価証券評価損益（△は益） 14,346

売上債権の増減額（△は増加） 10,359

たな卸資産の増減額（△は増加） △246,210

営業未収入金の増減額(△は増加) △91,008

差入保証金の増減額（△は増加） 157,421

未払消費税等の増減額（△は減少） △13,925

仕入債務の増減額（△は減少） 276,637

未払金の増減額（△は減少） △54,873

その他 △38,222

小計 346,843

利息及び配当金の受取額 894

利息の支払額 △2,499

法人税等の支払額 △214,353

営業活動によるキャッシュ・フロー 130,884

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △65,729

有形固定資産の売却による収入 76

無形固定資産の取得による支出 △1,822

投資活動によるキャッシュ・フロー △67,474

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 600,000

短期借入金の返済による支出 △600,000

配当金の支払額 △168,193

財務活動によるキャッシュ・フロー △168,193

現金及び現金同等物に係る換算差額 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △104,783

現金及び現金同等物の期首残高 3,387,943

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 3,283,160
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第２四半期累計期間
(自　平成20年７月１日　至　平成20年12月31日)

会計処理の原則及び手続の変更

たな卸資産の評価基準及び評価方法の変更

通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として総平均法による原価法によっておりました

が、第１四半期会計期間から「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）

が適用されたことに伴い、主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法）により算定する方法に変更いたしました。

　なお、これによる当第２四半期累計期間における損益への影響はありません。

 

　

【簡便な会計処理】

　該当事項はありません。

　

【追加情報】

当第２四半期累計期間
(自　平成20年７月１日　至　平成20年12月31日)

ポイント引当金の計上

　従来、顧客に付与したポイント使用に伴う負担については、ポイント利用時に計上しておりましたが、システムの

整備と計算に必要なデータが確保でき、ポイント発行残高を合理的に算定できるようになったことに伴い、第１四

半期会計期間から将来利用見込み額をポイント引当金として計上する方法に変更しております。

　これに伴い、ポイント引当金過年度相当額262,411千円を特別損失に計上するとともに、当第２四半期会計期間末

残高相当額286,171千円を売上高の控除項目として洗替え計上しております。この結果、従来と同一の方法を採用

した場合と比べ、当第２四半期累計期間における営業利益及び経常利益は23,760千円減少し、税引前四半期純損失

が286,171千円増加しております。
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

当第２四半期会計期間末　　　　　　　　　　　　　　　　　(平成20年12月
31日)

前事業年度末　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(平成20年６月30日)

※　有形固定資産の減価償却累計額 1,593,708千円※　有形固定資産の減価償却累計額 1,592,221千円

　

(四半期損益計算書関係)

当第２四半期累計期間
(自　平成20年７月１日 
  至　平成20年12月31日)

※　販売費及び一般管理費の主なもの

貸倒引当金繰入額 1,400千円

給与及び賞与 1,651,860

賞与引当金繰入額 30,289

退職給付費用 88,642

役員退職慰労引当金繰入額 6,415

地代家賃 1,800,613

　

　
当第２四半期会計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

※　販売費及び一般管理費の主なもの

貸倒引当金繰入額 822千円

給与及び賞与 838,783

賞与引当金繰入額 30,289

退職給付費用 45,769

役員退職慰労引当金繰入額 3,198

地代家賃 903,159

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第２四半期累計期間
(自　平成20年７月１日 
  至　平成20年12月31日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 3,363,160千円

預入期間が３カ月超の定期預金 △80,000

現金及び現金同等物 3,283,160
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(株主資本等関係)

当第２四半期会計期間末（平成20年12月31日）及び当第２四半期累計期間（自 平成20年７月１日

至 平成20年12月31日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当第２四半期会計期間末

普通株式(株) 5,505,000

　

　

２．自己株式に関する事項

株式の種類 当第２四半期会計期間末

普通株式(株) 1,300,163

　
　
３．配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年９月26日
定時株主総会

普通株式 168,193 40.00平成20年６月30日 平成20年９月29日 利益剰余金

　
　(2) 基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末

日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年１月26日
取締役会

普通株式 105,120 25.00平成20年12月31日 平成21年３月９日 利益剰余金
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(１株当たり情報)

１．１株当たり純資産額

当第２四半期会計期間末　　　　　　　　　　　　　　　　　(平成20年12月
31日)

前事業年度末　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(平成20年６月30日)

１株当たり純資産額 2,838.71円１株当たり純資産額  2,904.29円

　

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額

当第２四半期累計期間
(自　平成20年７月１日 
  至　平成20年12月31日)

当第２四半期会計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純損失金額(△) △22.45円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。
 

１株当たり四半期純利益金額 27.07円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 (注)　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎

項目
当第２四半期累計期間
(自　平成20年７月１日 
  至　平成20年12月31日)

当第２四半期会計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

四半期純利益又は四半期純損失(△)(千円) △94,399 113,827

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損
失(△)(千円)

△94,399 113,827

普通株式の期中平均株式数(株) 4,204,837 4,204,837

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２【その他】

平成21年１月26日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　　①中間配当による配当金の総額　　　　 　　　105,120千円

　　②１株当たりの金額　　　　　　　　　　  　　　25円00銭

　　③支払請求の効力発生日及び支払開始日　平成21年３月９日

　（注）平成20年12月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払を行います。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成２１年２月１３日

藤　久　株　式　会　社

　取　締　役　会　御中

監査法人　ト　ー　マ　ツ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　松　　井　　夏　　樹　　印

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　蛯　　原　　新　　治　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている藤

久株式会社の平成２０年７月１日から平成２１年６月３０日までの第４９期事業年度の第２四半期会計期間

(平成２０年１０月１日から平成２０年１２月３１日まで)及び第２四半期累計期間(平成２０年７月１日か

ら平成２０年１２月３１日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び

四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、藤久株式会社の平成２０年１２月３１日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。

　

追記情報

追加情報に記載のとおり、従来、顧客に付与したポイント使用に伴う負担についてはポイント利用時に計上

していたが、システムの整備と計算に必要なデータが確保でき、ポイント発行残高を合理的に算定できるよう

になったことに伴い、将来利用見込み額をポイント引当金として計上している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
　(注)１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期　　　報

告書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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